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１　調査研究の目的

わが国の農業就業人口の推移を見ると平成
22年の260万6000人から平成31年には168
万1000人と35.5％減少しており、平均年齢
も同期間に65.8歳から67.0歳に上昇してい
る。また、基幹的農業従事者（農業就業人口
のうち、普段の主な状態が「主に自営農業」
の者）を見ると同期間に205万1000人から
140万4000人に31.5％減少し、平均年齢は
同期間に66.1歳から66.8歳になるなど、わが
国では農業者が減少し、しかも残っている農
業者の高齢化が急速に進行している（注１）。農業
者の減少と高齢化は保有・活用してきた農業
技術や知識も失われることを意味しており、
農業生産力の急速な低下が危惧される。

農業生産力低下の改善策の一方策が、先端
技術を活用したスマート農業の社会実装であ
る。しかし、最先端技術を生産現場に導入し、
実証するには受入れ側の機器導入の準備状況

（予備知識、活用力など）、指導体制、資金な
ど課題も多い。

本調査研究の目的はスマート農業技術を生
産現場に導入し、社会実装を推進するための
必要条件と成功要因を分析し、今後の課題を
考察することである。

注１: 引用・参考文献１

２　宮崎県の農業構造と野菜生産の概要

（１）�農業の構造変化
～求められる斬新な発想、技術、資金～

宮崎県では温暖多照な気候や平地から山間
地に至る変化に富んだ地形や標高差などの優
れた条件と資源を生かし、各地で多様な農業が
営まれている。特に、宮崎牛や完熟マンゴーな
どは全国的に著名な農畜産物であり、図１に示
すように農業産出額は順調に増加し、全国５位
であり、全国有数の食料供給基地として重要な
役割を担っている（注２）。

　調査・報告

中村学園大学　学長　甲斐　諭

【要約】

農業者の減少と高齢化は、農業技術と知識の喪失を伴い、農業生産力の低下が危惧さ
れる。農業生産力低下の一方策が先端技術を活用したスマート農業の社会実装である。
しかし、最先端技術の生産現場への導入には、受入れ側の機器の予備知識や活用力など
の準備状況に加えて、指導体制や資金対策などの課題が多い。

そこで品目別生産量が全国５位以内の野菜を８品目有する全国有数の野菜産地である
宮崎県におけるピーマン生産者グループと宮崎県経済農業協同組合連合会の協同会社で
ある株式会社ジェイエイフーズみやざきのほうれんそう加工事業を事例にして、スマー
ト農業技術を社会実装するための必要条件と成功要因を分析した。

スマート農業の導入による
野菜生産力増強の課題

～宮崎県におけるピーマンとほうれんそうの事例から～
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しかし、園芸部門では農業産出額のシェアが
徐々に低下しており、宮崎県農業の一つの課題
になっている。また、図２に示すように、近年、

少子高齢化の影響により、総農家数や農業就業
人口が減少している。また、高齢農家のリタイ
ヤなどによって、農業生産力の低下や図３のよ
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図２　宮崎県の総農家数および農業就業人口の推移

図１　宮崎県の農業産出額と構成比の推移
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図３　耕作放棄地率などの推移

資料：農林水産省「農林業センサス」、「農業調査」、「農業構造動態調査」

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

資料：農林水産省「農林業センサス」
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うに耕作放棄地率の増加に加え、熟練農家の農
業技術の損失など産地の弱体化と衰退を誘発
する事態に至っている。
注２: 引用・参考文献２

（２）�野菜生産の多様性
～８品目の生産量が全国５位以内～

宮崎県の野菜を見ると山間地域や高台畑地
域、沿岸平坦地域などの地域特性を生かした生
産振興により、きゅうり、ピーマン、トマトな
どの果菜類の周年供給体制が確立するととも
に、さといも、かんしょ、ごぼうなどの根菜類
や、にら、ほうれんそうなどの葉菜類など、温
暖な気候や標高差、畑地かんがいなどの条件を
活用した産地が県内全域に形成され、全国有数
の野菜産地となっている。図４に示すように平
成29年の野菜の農業産出額は751億円（対前
年 比92.0 ％） で、 県 全 体 の 農 業 産 出 額 の
21.3％を占めている。

ちなみに、平成29年の宮崎県の野菜の生産
量で全国５位以内のものはきゅうりが第１位

（全国シェア12.0％、うち冬春きゅうりは第１

位 で 同20.7 ％）、 ピ ー マ ン は 第 ２ 位（ 同
18.8 ％、 う ち 冬 春 ピ ー マ ン は 第 １ 位 で 同
31.0％）、ミニトマトは第４位（同6.4％）、か
ぼちゃは第５位で（同2.6％）、さといもは第
３位（同9.9％）、ごぼうは第４位（同7.0％）、
だいこんは第５位（同5.8％）、ほうれんそう
は第５位（同5.9％）である。８品目の生産量
が全国５位以内であり、多様な品目が生産され
ている。

平成29年の主要野菜の作付面積は、きゅう
り681ヘクタール、ピーマン307ヘクタール、
だいこん1880ヘクタール、さといも1080ヘ
クタールとなっているが、農業者の減少と生産
者の高齢化などにより、作付面積は減少傾向と
なっている。

そこで、宮崎県は、野菜主産県としてスマー
ト農業の導入により、生産性の高い産地確立へ
向けた栽培技術の高度化など生産構造の転換
を図るとともに、多様化する消費ニーズに対応
できるマーケットインの産地振興と地域の担
い手育成が必要になっている。
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資料：宮崎県「宮崎の野菜2017」、「宮崎の野菜2019」より作成

図４　宮崎県の野菜の作付面積、生産量、農業産出額の推移



41野菜情報 2020.4

（３）�ピーマンの生産
～冬春ピーマンでは全国１位を誇る～

平成29年の宮崎県のピーマンの農業産出額
は101億円であり、生産量は全国シェアの
18.8%で、全国第２位である。しかし冬春ピ
ーマンに限定すれば全国シェアは同31.0%で、
全国第１位である（平成29年実績）。

ピーマンの作付面積は、表１に示すように昭
和60年の485ヘクタールから平成７年には
452ヘクタールとなり、平成29年には307ヘ
クタールに減少している。 

農業産出額は昭和60年の143億円から平成

７年には114億円となり、平成29年には101
億円と減少している。 

主要な作型の経営指針は表２の通りである。
ハウス促成栽培の場合、10アール当たりの収
量は12 トン、販売額（粗収益）は約625万円、
経営費は529万円であるので、所得は96万円
となる。また、１戸当たり経営規模は35アー
ルである。

宮崎県経済産業協同組合連合会（以下「宮崎
経済連」という）のピーマンの販売実績を表３
か ら 見 る と、 平 成29年 度 の 販 売 量 は １ 万
6453トンであり、販売額は78億8100万円で

表１　宮崎県のピーマンの作付面積、生産量、農業産出額の推移
（単位：ha、t、億円）

昭和 60 年 平成７年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年

作付面積
冬春 436 363 219 221 224
夏秋 49 89 86 86 83
計 485 452 305 307 307

生産量
冬春 41,200 38,000 23,700 23,900 24,200
夏秋 1,050 3,350 3,140 3,110 4,080
計 42,000 41,400 26,800 27,000 27,600

農業産出額 143 114 127 119 101
資料：宮崎県「宮崎の野菜2019」より作成
　注：重複している部分もあり、単純な合計ではないため、合計が合わないことがある。

表２　宮崎県のピーマンの作型別経営指針（10a当たり）
収量

（kg）
単価

（円 /kg）
粗収益（A）
（千円）

経営費（B）
（千円）

所得（A-B）
（千円）

所得率
（%）

経営規模
（a）

普通 3,000 338 1,014 884 129 13 15

ハウス促成 12,000 520 6,246 5,287 959 15 35
資料：宮崎県「宮崎の野菜2019」より作成

表３　宮崎経済連のピーマンの販売実績
（単位：t、百万円、％）

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度
販売量 16,874 17,193 16,453
販売額 8,123 7,737 7,881

販売地域別割合

東京：30 東京：33 東京：34
大阪：30 大阪：29 大阪：31
福岡：16 福岡：15 福岡：16

名古屋：13 名古屋：11 名古屋：10
県内：  ６ 県内：  ５ 県内：  ７

北海道：  ３ 北海道：  ３ 北海道：  ２
その他：  ３ その他：  ４ その他：  １

資料：宮崎県「宮崎の野菜2019」より作成
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ある。販売先は東京が34%、大阪31%、福岡
16%、名古屋10%、県内７%、北海道２%、
その他１%となっており、全国に販売されてい
るが、東京と大阪への販売が６割を占める。

今後の宮崎県におけるピーマン栽培の課題
は、①雇用型の大規模経営への転換とハウス団
地化などによる生産性の向上、②新規就農者の
受け入れ体制の強化や篤農家の技術の継承、③
新技術などの導入による単収の向上と赤果・腐
敗果防止対策などの徹底による商品性向上、④
健康志向に対応した商品化（栄養機能性食品）
などによる販売力の強化である。

（４）�ほうれんそうの生産
～加工・業務用向けは、全国１位を誇る～

平成29年の宮崎県のほうれんそうの農業産
出額は表４に示すように25億円であり、前年

の30億円より減少している。県内生産量の約
79.1％は加工・業務用向けの出荷である。

表５に示すように平成29年における全国の
ほうれんそう全体の生産量は、19万3300ト
ンである。そのうち、加工・業務用向け出荷
量は、１万7487トンで、順位は①宮崎県（１万
600トン）、②熊本県（2040トン）、③茨城
県（1450トン）、④北海道（771トン）、⑤
千葉県（471トン）となっており、加工・業
務用向けでは、全国シェアの60.6%を占め、
全国１位の生産量を誇る。

ほうれんそうの作型の経営指針は表６の通
りである。秋まき（加工用）の場合、10アー
ル当たりの収量は３トン、販売額（粗収益）は
20万8000円、経営費は12万円で、所得は
８万8000円となる。１戸当たり経営規模は
100アールである。

表６　宮崎県のほうれんそうの作型別経営指針（10a当たり）
収量

（kg）
単価

（円 /kg）
粗収益（A）
（千円）

経営費（B）
（千円）

所得（A-B）
（千円）

所得率
（%）

経営規模
（a）

秋まき（加工用） 3,000 69 208 120 88 42 100

青果（雨よけ） 3,200 759 2,430 1,697 733 30 18
資料：宮崎県「宮崎の野菜 2019」より作成

表５　全国の加工・業務用向けほうれんそうの生産量の推移 （単位：ｔ）

全国生産量
うち加工・業務用

宮崎県 熊本県 茨城県 鹿児島県 北海道 千葉県

平成 27 年 209,800 20,502 14,100 2,160 1,550 463 556 515

平成 28 年 207,300 19,873 13,100 2,240 1,600 262 655 535

平成 29 年 193,300 17,487 10,600 2,040 1,450 ー 771 471
資料：宮崎県「宮崎の野菜 2019」より作成

表４　宮崎県のほうれんそうの作付面積、生産量、農業産出額の推移
（単位：ha、t、億円）

昭和 60 年 平成７年 平成 24 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年

作付面積 174 457 1,050 993 963 970

生産量 2,420 9,410 18,600 17,400 16,900 13,400

農業産出額 ー ー 31 30 30 25
資料：宮崎県「宮崎の野菜 2019」より作成
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今後の宮崎県のほうれんそう栽培の課題は、
①機械化、省力化の推進による規模拡大、
②適期作業、適期収穫による高品質生産の拡
大、③さらなる高収量・安定生産に向けた栽培
技術・生産体系の確立・普及、④実需者と連携
した生産管理や産地育成、⑤水田を活用した栽
培および生産安定技術の確立・普及である。

３　 宮崎県の野菜生産におけるスマート農
業導入の必要性と推進方針および方策

（１）スマート農業導入の必要性
前述のように宮崎県は、農業産出額が全国５

位であり、全国有数の食料供給基地である。し
かし野菜部門は図４に示したように近年作付
面積が減少し、生産量も平成７年の46万トン
から29年には34万トンと長期的に減少してい
る。また、29年には農業産出額が751億円と
減少している。 

これは、全国的傾向ではあるが、図２に示し
たように宮崎県の総農家数が２年の約６万
9000戸から27年には約３万8000戸に半減す
るとともに、生産者の高齢化により農業就業人
口が２年の約11万人から27年は約４万5000
人に急減したことが大きく影響している。

野菜販売農家の減少や担い手の高齢化によ
る労働力不足、篤農家技術の継承の断絶、さら
には資材価格の高騰によるコスト増加は今後
も続くものと考えられる。

全体的な野菜の供給力低下をいかに解決す
るかが、野菜の生産、加工、流通に関する大き
な課題である。その解決策の一つがスマート農
業の導入である。

（２）スマート農業導入推進方針
スマート農業は、ICT（情報通信技術）やロ

ボットなどの先端技術を農業分野に導入する

ことによって無人化・省力化・規模拡大・生産
性向上が可能となり、農業労働力不足の解消に
役立ち、さらに AI （人工知能）により熟練農
業者の技術が伝承される可能性があるという。
一方で、スマート農業には機械・技術の未完成、
導入の費用対効果の不透明性などの問題があ
る。 

以下、この度宮崎県下でスマート農業に取り
組んでいる２つの事例の実態調査を行った。第
１は全国第１位の冬春ピーマン産地で若手の
生産者がグループを組んでスマート農業に取
り組んでいる事例である。第２は全国第１位の
加工・業務用向けほうれんそうの加工に取り組
む農協経営の加工施設の事例である。

４　 若いピーマン生産者10名の知恵と
和で共栄を目指す生産者グループ
「ハッピーマン」

（１）設立の経緯
～情報共有による経営改善のスピードアップ～

宮崎県西都市においてグループ活動をして
いるハッピーマンは、平成27年に収量向上に
意欲的な若手ピーマン生産者10名によって設
立されたグループである。メンバーの年代は、
30代～ 40代半ばで、専業農家でピーマンを
栽培している後継者である。当該地区では農
業後継者などの若者は集まりも多く、親密な
関係を維持していたことに加え、あるスマー
ト機器販売会社の勉強会で、情報を共有した
り、切

せっ

磋
さ

琢
たく

磨
ま

することにより収穫量を上げて
いたりしていたので、それを参考にしてグル
ープを結成した（写真１）。当初はハウス栽培
の先進地である茨城県などに研修に行き研

けん

鑽
さん

を重ねてきた。
設立の際に掲げた目標は、「子供の大学進学

を可能にする経営体になること」であり、それ
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を実現させるために、10アール当たりのピー
マンの収量16.5トンを目指すこととなった。
それを達成するためには何が必要なのかを検
討した結果、各自の生産状況をメンバーに見せ
ることはもちろん、データや生産方法を、①隠
さない　②否定しない　③提案するというル
ールを作り行動を共にしてきた。そのルールに
は次のような合理性がある。

ピーマンは１年に１作しかできないので、
10年やっても10回、ただし10人がそれぞれ
のデータをオープンにし、共有すれば、失敗し
ても成功しても10年分のデータが1年で蓄積
され、通常の10倍のスピードで情報の共有が
図られる。成功と失敗のデータが蓄積され、多
くの知見と経験を生かすことが可能になる。

（２）グループの経営概況
栽培しているのは冬春ピーマンで、９月に定

植して10 ～６月に出荷している（写真２）。

各経営体のピーマンの平均作付面積は約50ア
ール（それぞれの作付面積は、20アールから
130アール）である（令和元年度）。ピーマン
以外には、カラーピーマン（４名）、ハウスし
ょうが（１名）、にがうり（１名）、きゅうり（１
名）、スイートコーン、水稲などを栽培してい
る。グループ内の労働力の数は、家族3名の経
営から雇用者を入れた12名の経営もあり、そ
れぞれである。

（３）スマート農業への取組状況
ア�　ハウス内環境データの可視化と情報共
有および指導機関の支援
収量向上の基本となるハウス内環境（温湿

度、二酸化炭素濃度など）を把握できる環境モ
ニタリング装置を平成27度年に導入し、得ら
れた環境測定データはグループ内で共有・比較
し、さらにかん水量や追肥量、収量も記録して、
スプレッドシートを活用してグループ内で共
有した。

県の指導機関である宮崎県児湯農業改良普
及センターは、西都市、JA西都と連携して、
メンバーの発案による土作りや病害虫防除に
関する基礎研修会、栽培終了後のピーマンの根
域調査、週１回の圃

ほ

場
じょう

巡回・生育調査などの
自主的活動を熱心に支援した。

平成28年度に導入した炭酸ガス施用機によ
る環境データの変化を分析し、最適環境を検討

写真１　ハッピーマンの生産者

写真２　ハッピーマンのメンバーのピーマンのハウス
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し、収量ランキングを実施するなど単収アップ
に努力した。

イ�　メンバーのハウスの巡回と討論による
単収増加
グループ活動は、ハウス内の病気の発生原因

を究明するモニタリングシステムの構築から
着手した。各種の機器を導入すればピーマンの
単収がすぐに増加するというわけではないの
で、前述の２つのタイプの機器が示す数値とハ
ウス内の状況を比較検討することから開始し
た。具体的には機器が示す数値とハウス内の状
況の摺

すり

合
あわ

せを行い、数値とハウス内の状況およ
び単収との関係を理解できるようになるため
の観察力の向上と知識の蓄積を図るために10
人全員で行動を共にした。

10名のグループ全員を５名ずつの２班に分
けて、それぞれ１週間に２回各自のハウスを巡
回し、観察と議論を行い、グループの仲間から
指摘してもらうことが、単収向上には重要な要
素になっている。

上記の県の指導機関に加えて宮崎県内のICT
コンサルタント会社であるテラスマイル社（以
下「テラスマイル」という）を加えて、毎月１
回全員が集まって定例会を開催し、単収増加の
方策を検討した。同社は個々の生産者のデータ
を蓄積し、分析して、また他者との比較検討結
果を提示して、個々の生産者の単収増加の資料
を提供している。

その結果、表７の通り、活動当初の平成27
年産のグループ平均単収は10アールたり12.8
トンであったが、平成31年産には同14.8トン
になった。ちなみに、グループが立地する宮崎
県西都市のピーマンの平均単収は12.5トンで
あり、グループ活動の成果が出ていると判断さ
れる。

表７　ハッピーマンのピーマンの
平均単収の推移（10a当たり）

平成 27 年産 平成 29 年産 平成 31 年産

12.8 トン 14.2 トン 14.8 トン

ウ　機器の導入基準
～ かん水、二酸化炭素制御、湿度管理、使
い易さの指標～
現在導入している環境測定装置は、N社の機

器であり、日射比例かん水と二酸化炭素制御を
大きな目的にしている。かん水しながらデータ
を取得し、二酸化炭素の制御も時間帯別に濃度
を測定しながら単収増加を目的として稼働さ
せている。同社の機器は比較的安いので、導入
し易く、性能も良い。一方、グループ内で導入
している他社の製品機器には、金額が高かった
り、性能で信頼性に欠ける製品もある。その情
報をメンバーの中で共有し、機器選定と取捨選
択の参考にしている。

また、機器選定の基準として、病気を発生さ
せないための湿度の管理と使い易さも重要な
基準になっている。病気が発生すると農薬散布
に労力と時間をとられ、他の作業がおろそかに
なり、農薬の経費が増加する。病気を出さない
ことが経営的に非常に重要であるので、ハウス
内の湿度をコントロールできることが機器選
定に大きく影響する。

機器にはそれぞれ特徴があり、さらにメンバ
ー個々人の各ハウスは地形、方向、土質、太陽
光との角度など千差万別であるので、各ハウス
内環境に適合するように購入機器を設定する
必要がある。従って、各ハウス内環境に適合す
るように機器を容易に設定できるか否かが機
器選定の基準となっている。
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エ　新たな機器開発の必要性
～ 植物の地上部と地下部とのトータル管理～

植物の地上部だけに注目して温度管理し、二
酸化炭素を発生させるシステムには限界ある。
今後は、地下部の状況を把握して、かん水量を
制御できる植物の地上部と地下部とを総合管
理できるシステムの構築が不可欠になってい
る。

さらに、今後の天気予報に基づき、現在の草
勢を前倒して制御するためのシステム開発も
必要となる。今後曇天が続くとの予報がでた
ら、現在の草勢を強くしておく必要があり、逆
に晴天が続く予報ならば、無理して草勢を強く
しておく必要がないからである。

地上部と地下部、現在と将来のハウス内環境
を総合的に制御できる機器の開発が待たれて
いる。

オ 　スマート農業の資金的支援と追加投資
の可否
ハッピーマンの補助事業の活用に関しては、

平成27～28年度にかけて西都市の単独事業や
国や県の補助事業を活用して、機器の導入を図
った。令和元年度は「次世代につなぐ営農体系
確立支援事業」の支援を受けて、低コスト複合
環境制御装置を試行的に導入し、実用性を検証
している。検証内容は使い勝手、付加すべき機
能などである。併せて、詳細な環境データを収
集し、環境制御装置を用いた生産技術の体系化
を目指している。

現在まで、同グループでは（ハウス１棟（10
アール）の建設費用は約1000万円）を始め、
自己資金で多くの投資をしてきた経緯がある。
そのため、さらなる追加投資に関しては慎重に
なっているメンバーもいるという。

（４）栽培者から経営者への成長
～雇用者とのコミュケーション力の重要性～

最近、ピーマン栽培の経費が増加し、利益率
が低下しているので、所得拡大には作付面積の
拡大と収穫頻度の増加が必要になっている。作
付面積を拡大すれば家族労働力だけでは経営
できないので、今後、雇用労働力の導入が必要
になる。

さらに収穫頻度の増加にも雇用労働力が必
要になる。当該地域では従来ピーマンの収穫は
１週間に１回程度であるが、他県の優良事例を
見ると１週間に２回収穫している。１回では果
実が大きくなりL玉となり易く、単価が落ちる
とともに草勢を弱らせる。一方、２回収穫すれ
ばM玉が多くなり、単価を引き上げられ草勢の
維持も可能となり、結果的に単収が増加し増益
になる。　

このように面積拡大にも収穫頻度増加にも
雇用労働力導入が必要となる。収穫ロボットの
普及に今興味を持っているが、まだ市販されて
いないので、当面は雇用労働者に依存せざるを
得ない状況である。

幸い当地では、近隣の子育て世代の女性の雇
用が出来ている。雇用者にピーマンの病害の写
真を示して休み時間に勉強してもらい、病害を
発見したらすぐに経営者に連絡してくれるよ
うに依頼するなどの雇用者とのコミュケーシ
ョン力が求められ、それが経営の成否を決める
大きな要因になっている。このように若い生産
者には、栽培者から経営者への転換が求められ
ている。

（５）出荷の現状�
ハッピーマンのメンバーは、原則としてJA 

西都を通しての出荷であり、グループでの出荷
は行っていないが、最も規模の大きいＨ氏は、
ブランド化して直販グループへの個人出荷を
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行っている。Ｈ氏は宮崎県の GAP 認証制度で
ある「ひなたGAP」を取得しており、３年以
内にGLOBAL G.A.P. を取得する予定である。
H氏は同卸売市場においてピーマンのブランド
を確立しているので、販売促進などの責任も負
っている。そのため前述のテラスマイルに今後
の出荷情報などを作成してもらい、それを販売
促進に利用している。

　
（６）今後の課題

今後、ハッピーマンがさらなる飛躍を遂げる
ための課題は、以下の５点に絞られよう。

第１はさらなる増収と栽培省力化を目指す
複合環境制御装置の導入である。

第２は収穫省力化を目的とした収穫ロボッ
トの導入である。しかし、まだ市販されていな
いので、ロボット開発を見守るしかできないの
も事実である。

第３は収穫頻度を高めてM玉を増やし、収
穫遅れによるL玉比率を削減することである。

労働力制限下では、M玉比率の向上と栽培
面積拡大とは二律背反的な関係にあるので、
収穫ロボットが市販されていない現状では、
雇用労働力の確保が第４の課題となる。

第５の課題は、栽培者から経営者への成長で
ある。規模拡大を図り、雇用者を雇えば、栽培
知識以外に人事管理やコミュケーション力、会
計知識、情報処理能力などが必要になる。さら
に行政機関や指導機関との協調力、販売先との
価格交渉力も必要になる。

ハッピーマンのメンバーの各人は高い潜在
力を有しているので、近い将来、宮崎県の農業
を担う有能な経営者群になるものと期待され
る。

５　�加工品を求める消費者ニーズに応える
ジェイエイフーズみやざき

（１）組織概要
ア　設立の経緯

宮崎県の中央部の西都市などを中心とした
畜産が盛んな地域で、平成22年に口蹄疫が発
生し、約30万頭の牛や豚が殺処分された。また、
当時、当該地域の葉たばこ生産も廃作が検討さ
れており、畜産や葉たばこに替わる地域振興対
策の一貫として、全国シェアの高いほうれんそ
うの増産が計画された。

増産されるほうれんそうの加工施設運営主
体として平成22年度食料自給率向上・産地再
生緊急対策事業（口蹄疫復興対策）により21
億3000万円（国庫補助約９億円）を投じて西
都市に設立されたのが株式会社ジェイエイフ
ーズみやざき（以下「ジェイエイフーズみやざ
き」という）の加工施設である。

イ　事業概要
ジェイエイフーズみやざきは、主に加工施設

で、冷凍野菜とカット野菜を製造している。加
工施設での製造概要は、表８の通りである。最
大の加工品は、冷凍ほうれんそうである（写真
３）。

また、ジェイエイフーズみやざきは、農地所
有適格法人であり、冷凍野菜の原料である加
工・業務用のほうれんそうなどの生産に取り組
んでいる。ほうれんそうは、ジェイエイフーズ
みやざきの自社農場を含む64軒の農家と契約
し、作付面積100ヘクタール（内自社農場５
ヘクタール）で年間2800トン生産している。
加工用原料ほうれんそう2800トンから、冷凍
加工品1400トンを製造し、歩留まりは約50%
となっている。
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当地のほうれんそうの栽培は年１作で、最初
の播種は９月中旬、収穫は11月末（令和元年）
で、播種をずらして５月まで収穫していく。ほ
うれんそうの草丈は、普通（生鮮）は30セン
チ程度だが、当地では45～60センチで収穫し
ている。在

ざい

圃
ほ

期間は、90～150日間と通常よ
り長く、同じ品種のものを大きく栽培している

（写真４）。また、現在は、24時間以内に収穫
したもので、冷凍ほうれんそうを製造してい
る。

ウ　商品生産コンセプト
消費者の求める商品は、①安全安心なもの、

②おいしさ、③機能性であると認識し、その３

点を生産コンセプトにしている。まず原料であ
る野菜（ほうれんそう）について、生産段階で
はGLOBAL G.A.P.を平成30年５月24日に
取 得している。また、製造段階ではFSSC 
22000を同年８月29日に取得している。さら
に販売段階では冷凍ほうれんそうについて光
の刺激から目を守る「ルテイン」を含む機能性
表示食品であることが、同年５月23日に認め
られた。

以上のようにジェイエイフーズみやざきは、
生産、製造、販売の３段階を一貫して工程管理
しており、 原料から製造に至る工程をGFS I 認
証国際規格に準じて生産・製造することで、さ
らなる信頼性の向上に努めている。さらにこれ

写真３　ジェイエイフーズみやざきの
「冷凍ほうれんそう」のパッケージ

写真４　ほうれんそうの草丈のイメージ
（生鮮（左）と加工・業務用の違い（右））

表８　加工施設の概要（令和元年）
工場の稼働状況

冷凍野菜の
製造・販売

原　料
　ほうれんそう　2,800 トン、
　さといも　500 ～ 600 トン
　ごぼう　　300 トン、
　にんじん　果汁用
　その他　夏場にオクラなど

稼働時期
12～ ５月　ほうれんそう
６～ ７月　ごぼうなど
８～11月　さといも

納入先　量販店・コンビニエンス、生協、業務関係

カット野菜の
製造

キャベツ・レタス、たまねぎなど　18,000 パック製造 / 日量 年間稼働
納入先　九州内量販店等

年間販売額 15 億円
従業員 160 名　うちパート 100 名

資料：聞き取りに基づき筆者作成
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らの取引を確実にするためにフィールドコー
ディネーターを契約雇用し、定期的に巡回し
て、契約農家とのコミュニケーションを図るこ
とで信頼関係を築き、相互信頼に基づいた安全
安心な原料生産と安定供給に努めている（写真
５）。

（２）�スマート農業加速化実証プロジェクト
ア 　スマート農業加速化実証プロジェクト
とは�
同社の親会社である宮崎経済連が平成31年

度と令和２年度の２ヵ年間のスマート農業加
速化実証プロジェクトの補助金を受けること
になった。実証課題名は「加工業務向け露地野
菜における機械化・分業化一貫体系のほうれん
そうモデルブラッシュアップと水平展開の実
証」である。

実証するスマート農業技術体系の概要は次
の通りである。ニーズが高まる加工・業務用野
菜において、宮崎県のほうれんそうは全国で最
もシェアが高く、既に機械化一貫体系を実践中
である。このモデルをスマート農業でさらにブ
ラッシュアップし、全国でシェアの高いジュー
ス原料にんじんやカット野菜用のキャベツに
水平展開を図るのが実証プロジェクトの目的
である 。

イ�　スマート農業加速化実証プロジェクト
取り組みのイメージ
スマート農業加速化実証プロジェクトのイ

メージは図５の通りである。同図のように業務
用ほうれんそうの栽培については、耕起・整地
から収穫まで生産工程管理が図られる。それら
の各過程と全体は経営管理され、経営分析もさ
れる（写真６）。

具体的にはロボットトラクターにより労働
時間を20%削減し、環境センサーによって施
肥の適期判断による収量の10%アップを目指
す。また直進アシスト播種機によって播種作業
の20%削減を図り、ドローン防除追肥による
施肥・防除の効率化により収量を５%アップす
る。さらにドローン圃場管理および収穫予測に
より１日当たりの巡回圃場数を２倍する。加え
て収穫機改良によって人件費を50%削減する
ことをイメージしている。

ウ　コンソーシアム・協力メンバーの構成
コンソーシアム・協力メンバーの構成は、表

９の通りである。グループは３つに大別され
る。

第１は、指導や助言をする宮崎大学やヤンマ
ー・クボタなどの省力化・機械化グループ、第
２は全体管理・実証グループの宮崎経済連とジ
ェイエイフーズみやざき、第３は、生産管理シ

写真５　ジェイエイフーズみやざきの外観
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ステムの改良などに関わる（株）グローシステ
ムなどの工程管理グループなどで、構成されて
いる。

なお、当該プロジェクトにおいては、ジェイ
エイフーズみやざきの自社圃場で実証し、２年
目の実証事業が終了後は、機械の所有は、国立

研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
（以下「農研機構」という）になる予定で、３
年目以降は、経済連グループが主導となり、加
工、業務用露地野菜を中心に県内へ普及・拡大
する予定である。

図５　スマート農業加速化実証プロジェクト取り組みのイメージ

経営
管理

耕起
整地 元肥 防除 収穫追肥播種

定植
経営
分析

ロボット
トラクター

労働時間
％削減化

環境センサ 収穫機
改良

ドローン圃場
管理 収穫予測

ドローン防除
追肥

直進アシスト
播種機

施肥の適期
判断による
収量 ％

省人化で
人件費
％削減

播種作業の
％削減

巡回圃場数
２倍 日

施肥・防除の
効率化により
収量 ％

「生産管理システム」
工程管理 データ統合

既存機能に、ドローンデータや環境センシン
グデータなどをデータ統合し、アラートや対
策指示支援機能を付加することで、生産管理
を可視化・効率化して収量・品質をアップ。

「 」
経営分析 生育予測

生育予測により、先を見越した栽培管理支援 対策
調達調整および工場稼働・販売を支援。
収穫 センター 気象等の各データを結合、分析す
ることにより、収量アップ、経営を可視化。

■契約栽培農家収量が ％ 反→ 反
反は直近 年の反収平均から算出

■ジェイエイフーズみやざき冷凍加工事業利益が ％
年比で表示

■県内のほうれん草面積 へ展開
■県下 の業務加工野菜へ拡大！

※取組みイメージについては、加工業務用ほうれん草を想定

生 産 工 程 管 理

波及効果

写真６　スマート農業加速化実証プロジェクト取り組みの様子
（左　土壌環境センサー　右　ロボットトラクタ―（無人）（並走作業））

資料：宮崎経済連「スマート農業加速化実証プロジェクト」
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エ�　スマート農業加速化実証プロジェクト
取り組みの期待される効果
具体的には、これまで生産管理システムに蓄

積された過去のデータと環境センサーやドロ
ーンなどのセンシングによるデータを ＡＩで
分析し、生産から集出荷までの各工程管理を強
化する。将来は熟練者でなくても適期に施肥・
防除し、収穫予測が可能になることによって収
量と品質がアップし、計画生産・出荷が可能に
なるものと期待される 。

機械化一貫体系による分業化で省力化を実
現し、作業受託も行いながら地域へ水平展開す
ることによって「契約栽培農家の所得アップと
経営安定」および「地域の生産基盤維持拡大」
が可能となり、国産ニーズが高まる加工・業務
用野菜の安定供給基地として産地づくりを行
っていくことを可能にする。 

数値的に期待される効果としては、第１は、
加工・業務用ほうれんそうの契約栽培農家の収
量が10%増加することである（10アール当た
り2.7トンから３トンへの増加）。第２は、ジ
ェイエイフーズみやざきの冷凍加工事業の利
益が５%アップすることである。

以上、この実証プロジェクトは、 ジェイエ
イフーズみやざきの製造工場自らが、取引先
の要望を把握しながら工場稼働と連動した契
約保証の一貫した生産工程管理を行う仕組み
の構築である。

オ　課題
無人トラクターの走行実験では、トラクター

がリモコンから150メートル離れると動かな
くなることなどや、ＧＰＳ補正のための基地局
を四方に立てなければならないなどの機械の
性能、安全性を考慮した上での使い勝手の問題
がある。また、機械収穫段階において収穫した
ほうれんそうがかさばるために、抑えるための
人手が必要になっているので今後は抑える機
器の開発など、省力化するための機械器具の改
善が必要になっている。

他にも、野菜は、米や果実に比べて、ドロー
ンで散布する農薬登録数が少ない（ほうれんそ
うはゼロ、キャベツは２、にんじんは１など）
など、スマート農業を加速化するためには、さ
まざまな課題がある。

表９　コンソーシアム・協力メンバーの構成
グループ メンバー構成 役　割

1 省力化・機械化

宮崎大学
松元機工・光洋機械産業

指導と助言並びに実証
収穫機械の改良での連携

ヤンマー・クボタ スマート農機高活用支援

宮崎県農業試験場 指導と助言

宮崎県農協果汁（株） 分業化と機械化の実証

宮崎県農業経営支援課・児湯農業改良普及
センター 指導、助言、地域普及

2 全体管理・実証 宮崎経済連
ジェイエイフーズみやざき

代表機関
農地保有適格法人

3 工程管理

（株）グローシステム
農研機構九州沖縄農業センター
南栄工業（株）

（株）宮崎県農協情報センター
ラピスセミコンダクタ（株）
テラスマイル（株）

生産管理システム改良
ドローンを活用した成育分析と予測
ドローンを活用した実証に係る指導助言
ドローンを使った画像撮影など
土壌環境センターなどの改良
出荷予測・経営分析改良

資料：宮崎経済連「スマート農業加速化実証プロジェクト」
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６　今後の課題

農業者の減少と高齢化により野菜生産で従
来保有・活用されてきた篤農技術や知恵が失わ
れつつあり、農業生産力の急速な低下が危惧さ
れている。農業生産力損失の改善策の一方策が
スマート農業の社会実装である。しかし、現状
ではスマート農業の受入れ側の機器導入の準
備状況（予備知識、活用力など）、指導体制、
資金などの課題もあるので、今回宮崎県の２つ
の事例を分析した。

第１事例のハッピーマン・グループは、若い
ピーマン生産者10名が知恵を出し合い、結束
により共栄を目指しており、所期の目的は達成
されつつあるが、今後の課題も残されていた。

第１はさらなる増収と栽培省力化を目指す
複合環境制御装置の導入、第２は収穫省力化を
目的とした収穫ロボットの導入、第３は収穫頻
度を高めることによるM玉割合の増加、第４は
雇用労働力の確保、第５は栽培者から経営者へ
の成長である。

特に第１に関しては、データを蓄積分析し、
複合環境制御装置を構築するためには、膨大な
データを分析し、活用することに多大な労力が

必要とされる。しかしながら、ハッピーマンの
メンバーの各人は高い潜在力を有しているの
で、近い将来、よりよい装置を構築し、かつ宮
崎県の農業を担う有能な経営者群になるもの
と期待される。

第２事例のジェイエイフーズみやざきは、ほ
うれんそうの生産段階も加工段階も比較的、順
調に推移しているものの、機械の性能の問題や
省力化するための機械器具の改善が必要にな
っているなど、スマート農業を加速化するため
には、さまざまな課題がある。しかし、スマー
ト農業の実装化は、喫緊の課題であることか
ら、関係者が知恵を出し合って新たな段階に進
むものと期待される。

《追記》
拙稿の作成に際し、ご高配を頂いた宮崎県農

政水産部、児湯農業改良普及センター、ハッピ
ーマンのメンバーの皆様、宮崎県経済農業協同
連合会、株式会社ジェイエイフーズみやざきの
皆様から貴重なご教示と資料提供並びに便宜
を図って頂きました。記して感謝の意を表しま
す。

引用・参考文献
1　農林水産省「農業労働力に関する統計」（原資料:農林業センサス、農業構造動態調査）による。
　　https://www.maff.go.jp/j/tokei/sihyo/data/08.html
2　宮崎県「統計でみる宮崎県の農業2018」宮崎県HP、2020年１月22日参照。
3　宮崎県「みやざきスマート農業推進方針（案）」2019年12月。
4　宮崎県「宮崎の野菜2017」2017年３月。
5　宮崎県「宮崎の野菜2019」2019年３月。
6　宮崎県児湯農業改良普及センター「収量向上にむけた自主学修グループ「ハッピーマン」
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